
 

9 長泉町立地適正化計画 

１ 

章 

立地適正化計画の目的と位置づけ 

 

 

第２章●現状把握、人口動向分析 

 及び課題の抽出 

 
１ 人口動向分析 

（１）町全体での人口推移及び推計 

（２）老年人口・高齢化率の推移及び将来推計 

（３）生産年齢人口・生産年齢人口比率の推移及び将来推計 

（４）年少人口・年少人口比率の推移及び将来推計 

（５）総人口の推移及び将来推計 

 

２ 都市の基礎データと現状把握 

（１）土地利用の現状整理 

（２）災害 

（３）公共交通の現状整理・動向分析 

（４）都市機能の現状整理 

（５）都市基盤の整備状況 

（６）地価の推移 

（７）歳入・歳出の推移 

（８）産業の状況 

（９）持ち家率の状況 

（10）町民の平均歩数の状況 

（11）全国他市町村との比較 

 

３ 課題の整理 
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２ 

章 

現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

 

 

・立地適正化計画が居住地の適正な設定・誘導等を行うことが趣旨である観点から、居住誘導区域や都

市機能誘導区域等の検討の基礎となる人口の現状分析及び将来推計を行います。 

・人口推計については、令和２年の国勢調査結果と立地適正化計画の目標年次である令和 17年の推計

値との比較を行います。 

 

（１）町全体での人口推移及び推計 

【現状と将来動向】 

・本町の人口は、令和２年の国勢調査では 43,336 人となっており、昭和 35 年の町制施行時から一

貫して増加傾向にあります。 

・第５次長泉町総合計画の推計によると、人口は令和 17 年まで増加した後はほぼ横ばいに推移し、

令和 22年の人口は 44,033人になると見込まれています。 

・令和 17 年の推計人口は令和２年から微増と推計されており、老年人口（65 歳以上の人口）は約

1,700人増加することが推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：第５次長泉町総合計画、国勢調査 

1 人口動向分析 

本町の人口推移及び推計 

25.5％ 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

（２）老年人口・高齢化率の推移及び将来推計 

①老年人口注１ 

・老年人口の分布状況をみると、令和２年には下土狩駅周辺で集積していました。 

・令和 17年には市街化区域全域に集積が広がり、これまで老年人口の少なかった上土狩周辺でも集

積すると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

上土狩周辺でも 
老年人口が集積 

※人口推計方法について 

・令和２年度の国勢調査結果によるメッシュ（250ｍ）
毎の年齢区分別、人口分布結果を基準とする。 

・平成 27 年と令和２年の国勢調査結果から平均変化
率を算出し、メッシュ毎の人口に乗じて５年後の人
口推計を行い、それを繰り返して令和 17 年の人口を
推計する。 

・平均変化率は、市街化区域、市街化調整区域毎に、
０～14 歳人口（総数）、15～64 歳人口（総数）、65 歳
以上人口（総数）に区分して算出する。 

・令和 17 年の総人口推計値は、第５次長泉町総合計画
に示される 44,036 人を採用する。 

注１：65 歳以上の人口のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②高齢化率注２ 

・令和２年時点の市街化区域内の高齢化率は、本宿周辺で 30％以上の高い値となり、市街化区域西

側の下土狩駅周辺でも 30％以上となりました。 

・令和 17 年には下土狩駅周辺や長泉なめり駅周辺などの市街化区域内でも高齢化率が 40％以上と

推計される地域がみられ、市街化調整区域の駿河平においては高齢化率が 50％以上になると推計

されています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

市街化区域内でも 
高齢化率が 40%以上 
と推計される地域がある 

下土狩駅周辺
も高齢化率が
30%以上 

駿河平では 
高齢化率が 50%以上 

本宿周辺では 
高齢化率が 
30％以上 

注２：65 歳以上の人口の割合のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

（３）生産年齢人口・生産年齢人口比率の推移及び将来推計 

①生産年齢人口注３ 

・令和２年は、町の東側で生産年齢人口（15～64歳の人口）が集積していました。 

・生産年齢人口は大きな変化はなく、市街化区域の東側で生産年齢人口の集積が継続すると推計さ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

町の東側で 
生産年齢人口が集積 

注３：15 歳以上 65 歳未満の人口のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②生産年齢人口比率注４ 

・令和２年の生産年齢人口比率は町内の東側で高い傾向にありました。 

・生産年齢人口比率は町全体で減少傾向にありますが、市街化区域の西側や市街化区域北側におい

て特に低くなると見込まれています。これらの地域では令和 17年に 60％未満まで低下することが

推計されています。 

・市街化調整区域である駿河平においては、生産年齢人口比率が 50％未満まで低下する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

市街化区域西側では 
生産年齢人口比率が 
60%未満に低下 

駿河平では 
生産年齢人口比率が 
50%未満に低下 

注４：15 歳以上 65 歳未満の人口の割合のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

（４）年少人口・年少人口比率の推移及び将来推計 

①年少人口注５ 

・年少人口（15 歳未満の人口）の分布をみると、特に市街化区域の東側などで比較的多い傾向が継

続すると推計されています。 

・また、年少人口の推移及び将来推計に大きな変化はないと推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

市街化区域の東側で 
比較的多い傾向 

注５：15 歳未満の人口のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②年少人口比率注６ 

・令和２年における年少人口比率の分布状況は、長泉なめり駅の東西や都市計画道路池田柊線周辺

で、年少人口比率が 20％以上になりました。 

・年少人口比率は、大きな変化はないと推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

年少人口比率が 
20%以上 

注６：15 歳未満の人口の割合のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

（５）総人口の推移及び将来推計 

①人口密度注７（令和２年～令和 17 年） 

・令和２年時点の人口密度は、市街化区域内の多くの箇所において人口が 40 人/ha 以上と比較的集

積していました。 

・人口分布の傾向としては、鉄道駅の位置に関わらず市街化区域内に高い人口の集積があり、駿河平

地区や元長窪地区といった市街化調整区域でも人口が分布していました。 

・令和 17年時点の人口密度は、令和２年時点の人口密度から大きく変化しないと推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 2 年 令和 17 年 

人口密度は将来的に 
現状とほぼ同じ値で 
推移 

※人口推計方法について 

・令和２年度の国勢調査結果によるメッシュ（250ｍ）
毎の年齢区分別、人口分布結果を基準とする。 

・平成 27 年と令和２年の国勢調査結果から平均変化
率を算出し、メッシュ毎の人口に乗じて５年後の人
口推計を行い、それを繰り返して令和 17 年の人口を
推計する。 

・平均変化率は、市街化区域、市街化調整区域毎に、
０～14 歳人口（総数）、15～64 歳人口（総数）、65 歳
以上人口（総数）に区分して算出する。 

・令和 17 年の総人口推計値は、第５次長泉町総合計画
に示される 44,036 人を採用する。 

注７：１ha 当たりの人数のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②DID（人口集中地区）注８の変遷 

・DID（人口集中地区）の面積は、平成２年時点で 530.0haでしたが、令和２年には 697.0haに拡大

しており、平成 2年の１.3倍になりました。 

・人口については平成２年時点で 23,650 人でしたが、令和２年には 39,022 人まで増加しており、

平成２年の 1.6倍になりました。 

・人口密度についても昭和 60 年以降増加を続けており、令和２年時点では 56.0 人/ha になりまし

た。 

 

  

 平成２年 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和２年 

人口（人） 23,650 27,657 30,056 32,684 34,777 36,396 39,022 

面積（ha） 530.0 610.0 635.0 649.0 655.0 675.0 697.0 

人口密度 

(人/ha) 
44.6 45.3 47.3 50.4 53.1 53.9 56.0 

DID（人口集中地区）の状況 

 

出典：令和４年度都市計画基礎調査 

 

 注８：原則として人口密度が 1 平方キロメートル当たり 4,000 人以上の国勢調査の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接して、それらの
隣接した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地域のこと 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

 

 

・土地利用や公共交通、医療・福祉・商業等の周辺住民の日常生活利便性向上に寄与する施設の立地状

況を把握することによって、町内における利便性を整理するとともに、災害の危険性や住工混在など

の環境状況について整理します。 

 

（１）土地利用の現状整理 

①用途地域 

・用途地域は、住居系用途地域の面積が最も広いですが、準工業地域などの工業系用途も比較的広い

面積を占めています。 

・商業系用途は下土狩駅周辺や国道 246号沿道、（都）池田柊線の沿道に指定されています。 

・工業地域においては東レ㈱三島工場や帝人㈱三島事業所などといった大規模工場がそれぞれ立地

しています。 

 

 

  
用途地域の状況 

出典：都市計画図 

帝人㈱三島事業所 

協和キリン㈱ 
富士工場 

特種東海 
製紙㈱ 
三島工場 

東レ㈱三島工場 

２ 都市の基礎データと現状把握 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②住工混在比率 

・工業地域及び準工業地域における住工混在比率は、工業地域では１地区を除き工業用地の利用が

最も多い一方、準工業地域においては１地区を除きその他用地の割合が最も多く半数以上を占め

ています。準工-①地区は県立静岡がんセンター及びファルマバレーセンターが地区の大半を占め、

令和５年３月に下長窪地先約 1.1ha を近隣商業地域から準工業地域に変更していることから、そ

の他の土地利用が最も多い状況です。 

 

 

 

 

 

 

  

各地区の住工混在比率 

地区名 面積 
住宅 
用地 

工業 
用地 

商業・業務 
用地 

その他 
用地 

工業-① 31.8 ha 6.8% 64.8% 3.7% 24.7% 
工業-② 17.2 ha 14.5% 47.5% 4.5% 33.5% 
工業-③ 21.3 ha 16.3% 34.8% 2.1% 46.8% 
工業-④ 31.1 ha 0.3% 91.4% 2.7% 5.6% 
準工-① 29.5 ha 8.1% 29.2% 3.8% 59.0% 
準工-② 52.8 ha 28.6% 8.6% 12.2% 50.6% 
準工-③ 5.6 ha 33.9% 5.9% 3.1% 57.1% 
準工-④ 32.4 ha 36.8% 12.0% 15.2% 36.0% 
準工-⑤ 32.7 ha 39.8% 6.3% 7.4% 46.5% 

   ：最も利用の割合が高い土地利用 

帝人㈱三島事業所 

用途地域と大規模工場の立地状況 

準工-① 

準工-② 

工業-① 

準工-④ 

東レ㈱ 
三島工場 

工業-④ 

出典：令和４年度都市計画基礎調査 

準工-⑤ 

特種東海製紙㈱ 
三島工場 

工業-② 

準工-③ 

協和キリン㈱ 
富士工場 

工業-③ 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

③土地利用の状況 

・本町の都市計画区域内の土地利用比

率は、住宅用地や工業用地などの都

市的土地利用が全体の 55.0％、田や

畑、山林などの自然的土地利用が全

体の 45.0％となっています。 

・市街化区域内での都市的土地利用の

比率は 88.5％、市街化調整区域の都

市的土地利用は 35.4％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

土地利用の状況（令和４年） 

出典：令和４年度都市計画基礎調査 

土地利用比率（都市計画区域） 土地利用比率（市街化区域） 土地利用比率（市街化調整区域） 

出典：令和４年度都市計画基礎調査 

都市的土地利用 自然的土地利用 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

鮎壺公園 ★ 

 

（２）災害 

①防災上の危険性が懸念される区域の現状（町内の区域指定状況） 

・市街化区域内では、国道 246 号以北を中心に急傾斜地崩壊危険区域が指定されているほか、町内

を南北に流れる黄瀬川の周辺部が浸水想定区域に指定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：長泉町防災地図（ハザードマップ）（令和４年３月） 

防災上の危険性が指摘されている区域 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

②浸水深（計画規模） 

・計画規模の降雨（50 年に１回程度の降雨規模）の場合、商業施設や保育施設等の生活サービス施

設は浸水想定区域外と想定されています。 

・0.5m～１m程度の浸水想定の場所が多いものの、鮎壺公園周辺においては最大５～10mの浸水が見

込まれています。 

 

  

出典：長泉町防災地図（ハザードマップ）（令和４年３月） 

浸水深（計画規模） 

鮎壺公園 ★ 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

③浸水深（最大規模） 

・最大規模の降雨（1,000年に１回程度の降雨規模）の場合、一部の保育施設や障がい者施設等が浸

水想定区域内になると想定されています。 

・黄瀬川、大場川の周辺の広範囲で浸水が発生し、最大５～10mの浸水が見込まれています。 

 

  
出典：長泉町防災地図（ハザードマップ）（令和４年３月） 

浸水深（最大規模） 
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長泉町立地適正化計画 

 

④浸水継続時間 

・浸水継続時間が、12時間以上となるのは本宿区の一部に限られると想定されています。 

 

 

  
出典：長泉町防災地図（ハザードマップ）（令和４年３月） 

浸水継続時間 
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現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

⑤家屋倒壊等氾濫想定区域（河川侵食及び氾濫流） 

・黄瀬川、大場川の周辺の一部で、一定の条件下において家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決

壊に伴う激しい氾濫流や河岸浸食が発生することが想定されています。 

 

  
出典：長泉町防災地図（ハザードマップ）（令和４年３月） 

家屋倒壊等氾濫想定区域（河川侵食及び氾濫流） 
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（３）公共交通の現状整理・動向分析 

①運行状況〈鉄道〉 

・町内の鉄道路線は、沼津市と小田原市を結ぶ JR御殿場線が町の中央部を南北に縦断しているほか、

東京大阪間を結ぶ大動脈である東海道新幹線及び JR東海道本線が町の南側を東西に横断していま

す。 

・町内の鉄道駅は下土狩駅と長泉なめり駅のみですが、町境近くに三島駅と大岡駅が位置していま

す。 

・平成 25年から令和元年までの町内鉄道駅の一日平均乗降者数の推移を見ると、全ての駅で利用者

数が増加傾向にあります。 

・令和２年は新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響により、乗車人数が落ち込んでいま

す。 

  

出典：静岡県統計年鑑 

出典：静岡県統計年鑑 
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②運行状況〈路線バス〉 

・町内の路線バスは富士急シティバ

スが４路線、伊豆箱根バスが２路

線運行されています。 

・主な発着場所は三島駅と沼津駅で、

三島駅と県立静岡がんセンターを

結ぶ路線は町内を走る路線の中で

も運行本数が多く、1 日片道 30 本

以上運行されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③運行状況〈コミュニティバス〉 

・本町が運行している「南北線」は、長泉なめり駅から下土狩駅を経由し、隣接する清水町に立地す

る静岡医療センターまでを結んでおり、平日は１日に片道６本運行しています。 

・本町が令和５年１月から実証運行している「循環線 A・B」は、町内を８の字状に循環しており、

実証運行前はバス停がなかった下土狩駅西側や市街化区域東側の池田柊線周辺地域にバス停を設

置したため、路線バスの徒歩圏域が拡大しました。 

 

  

出典：長泉町 BUSMAP、公共交通事業者時刻表（令和５年６月時点） 

 

運行本数 30 本以上/日のバス路線 

バス路線が 2 ルート
に分かれることか
ら、このエリアを通
る路線は、バスの運
行本数が 1 日 30 本
未満となります。 

三島駅－県立静岡がんセンター間
を結ぶ路線 
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コミュニティバス路線図 

出典：長泉町 BUSMAP（令和５年７月時点） 

 

 

循環線Ａ回り順 

循環線Ｂ回り順 
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④公共交通路線の徒歩圏域 

・鉄道駅の半径 800ｍ、バス停の半径 300ｍを徒歩圏※1として設定した場合、市街化区域内の公共交

通路線徒歩圏の面積カバー率は 92.8％となっています。北部の工業団地エリアを除けば、市街化

区域の大部分がカバーされていますが、池田柊線南側の地域に、一部徒歩圏外となっている箇所

があります。 

・鉄道は町外への移動手段という性格が強く、町内を連携する公共交通としてはバス路線が重要な

役割を果たしています。こうした観点から、路線バスを対象とした市街化区域内の徒歩圏面積カ

バー率を算出すると 88.2％になります。 

・現況の路線バスの徒歩圏人口カバー率※2は 92.3％であり、約９割の住民が路線バスの徒歩圏域内

に居住していることがわかります。 

 

 

  

※1 徒歩圏の考え方は「都市構造の評価に関するハンドブック（H26.8 国土交通省都市計画課）」より 
※2 町の総人口に対する、駅やバス停の徒歩圏に居住する町民の人口の割合 
 

 

出典：長泉町 BUSMAP、公共交通事業者時刻表（令和５年６月時点） 

公共交通の徒歩圏域
に含まれないエリア 

市街化区域内の面積カバー率：92.8％ 公共交通路線の徒歩圏域 
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路線バスの徒歩圏域
に含まれないエリア 

市街化区域内の面積カバー率：88.2％ 路線バスのみの徒歩圏域 

出典：長泉町 BUSMAP、公共交通事業者時刻表（令和５年６月時点） 
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⑤基幹的公共交通路線の徒歩圏域 

・「都市構造の評価に関するハンドブック」では、居住機能の適切な誘導の評価指標として、「基幹的

公共交通路線※の徒歩圏人口カバー率」を挙げています。 

・本町においては全鉄道路線及び三島駅南口から県立静岡がんセンターを結ぶバス路線（一部区間

除く）がこれに該当します。 

・市街化区域内の基幹的公共交通沿線地域の面積カバー率は 62.8％、健康公園西側の地域や市街化

区域東側の池田柊線周辺地域、市街化区域南側の竹原グラウンド周辺地域、市街化区域北側の国

道 246号周辺地域は基幹的公共交通の徒歩圏外となっています。 

・基幹的公共交通に該当するバス路線のみを対象とした場合、市街化区域内の面積カバー率は

25.0％です。また、運行本数の多いバス路線の徒歩圏域の人口密度は 38.7 人/ha、徒歩圏人口カ

バー率は 20.1％です。 

 

 

 

 

  

※ 片道 30 本/日以上の運行頻度（概ねピーク時に片道 3 本以上に相当）の鉄道及びバス路線が該当します。 
 

 

基幹的公共交通の徒歩圏
域に含まれないエリア 

基幹的公共交通の徒歩圏域 基幹的公共交通の徒
歩圏に含まれない。
池田柊線の整備に伴
い、バス路線の拡充
を検討すべきエリア 

三島駅－県立静岡 

がんセンター間 

を結ぶ路線 

出典：長泉町 BUSMAP、公共交通事業者時刻表（令和５年６月時点） 
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出典：長泉町 BUSMAP、公共交通事業者時刻表（令和５年６月時点） 

三島駅－県立静岡がんセンター間を結ぶ路線 

条件を満たしたバス路線が２ルー
トに枝分かれすることから、このエ
リアを通る路線は、基幹的公共交通
の条件を満たしていません 

条件を満たしたバス路線が２ルー
トに枝分かれすることから、このエ
リアを通る路線は、基幹的公共交通
の条件を満たしていません 

運行本数の多いバス路線の徒歩圏域 
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⑥公共交通分担率の状況 

・令和２年の本町の利用交通手段別分担率は、自家用車の利用割合が 59.7％で最も高い一方、鉄道

やバスの公共交通手段の分担率（複数利用含む）は 14.1％で、特に乗合バスの分担率（鉄道との

併用含む）は全体の 1.5％と非常に低くなっています。また、交通手段を複数利用する割合は全体

の 7.8％で、鉄道と自転車を併せて利用する割合が 2.5％で最も高くなっています。 

・公共交通分担率について、平成 12 年から令和２年の推移をみると、平成 14 年に長泉なめり駅が

開業した影響もあり、鉄道の利用が増加しています。 

・自動車の分担率は静岡県全体と比較して低くなっています。 

 

 

交通 
手段 

利用交通手段が１種類 

徒歩 鉄道 乗合バス 
勤め先・学

校のバス 
自家用車 

ハイヤー・

タクシー 
オートバイ 自転車 その他 

分担率 9.3% 8.5% 0.7% 0.6% 59.7% 0.1% 2.8% 9.8% 0.9% 

交通 
手段 

利用交通手段が２種類以上   

鉄道及び
乗合バス 

鉄道及び勤

め先・学校

のバス 

鉄道及び
自動車 

鉄道及びオ

ートバイ 

鉄道及び 
自転車 

その他利用

交通手段が

２種類 

利用交通手

段が３種類

以上 

  

分担率 0.8% 0.4% 1.0% 0.3% 2.5% 2.0% 0.8%   

 

  

公共交通による移動 

 

 

出典：国勢調査 

※長泉町（静岡県）を常住地とする者の通勤・通学時の利用交通手段 

 

 

鉄道の利用が増加 

鉄道の利用が増加 

自家用車の利用割合は 
静岡県全体と比較して低い 
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（４）都市機能の現状整理 

①医療施設 

・町内には、病床が 20床以上の比較的規模の大きい医療施設（以下「病院」）として、県立静岡がん

センターと池田病院の２施設が立地しています。その他日常生活に必要な医療施設として、診療

所は町内に 25施設立地しています。 

・市街化区域内の病院及び診療所※1の徒歩圏（半径 800ｍ※2）面積カバー率は、96.9％と非常に高い

値になっています。 

・人口カバー率は 88.2％、徒歩圏カバー人口は 38,233人で、住民の約９割が医療施設の徒歩圏内に

居住しています。 

 

 

 

 

 

  

※1病院及び診療所については町内に加えて他市町との境界から 1km圏内に立地している施設を対象とします。 

※2 徒歩圏の考え方は「都市構造の評価に関するハンドブック（H26.8 国土交通省都市計画課）」より。 

医療施設分布状況 

出典：沼津医師会 HP（令和５年７月時点） 
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②高齢者福祉施設 

（通所型介護施設、訪問介護施設、小規模多機能施設、短期入所施設） 

・通所型介護施設、訪問介護施設、小規模多機能施設、短期入所施設（以下、高齢者福祉施設）は、

町内に 32施設立地しています。 

・市街化区域内の高齢者福祉施設※1の利用圏（半径 1km※2）面積カバー率は 97.0％です。 

・高齢者福祉施設利用圏の老年人口（65歳以上）カバー率は 96.9％、カバー人口は 9,183人で非常

に高い値になっています。 

 

 

 

  

※1高齢者福祉施設については町内に加えて他市町との境界から 1km圏内に立地している施設を対象とします。 

※2 厚生労働省の「地域包括ケアシステム」の日常生活圏域を想定して設定。（出典：「都市構造の評価に関するハンドブック」） 

 

高齢者福祉施設分布状況 

出典：介護データベース（株式会社エス・エム・エス運営。厚生労働省介護サービス情報公開システム）（令和５年７月時点） 

高齢者福祉施設分布状況 
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③保育施設 

・町内に位置する幼稚園や保育所、認可外保育施設は 22施設立地しており、保育園園児数は安定し

ていますが、幼稚園園児数は減少傾向となっています。 

・市街化区域内の保育施設※の徒歩圏（半径 800m）面積カバー率は、97.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
保育施設分布状況 

幼稚園園児数 保育園園児数 

出典：長泉町 HP、清水町 HP、裾野市 HP、三島市 HP、沼津市 HP、ほかつーる（令和５年７月時点） 

 

 

 

※幼稚園及び保育園については町内に加えて他市町との境界から 1km圏内に立地している施設を対象とします。 

出典：長泉町こども未来課資料（令和 5 年 7 月） 
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④学校施設（町立小中学校） 

・令和５年７月時点で、町立小学校は３校、町立中学校は２校立地しています。 

・小学校児童数の増減はみられない一方で、中学校生徒数については増加傾向にあります。 

・市街化区域内の小中学校の徒歩圏（半径 800m）面積カバー率は、71.4％となっています。 

 

 

 

 

 

  

出典：長泉町 HP（令和５年７月） 

出典：長泉町教育推進課資料（令和 5 年 7 月） 

 

 
小中学校分布状況 

小学校児童数 中学校生徒数 
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⑤商業施設 

・町内にスーパーマーケットは 10店舗、コンビニエンスストアは 23店舗、ドラッグストアは 10店

舗立地しています。 

・商業施設※1の徒歩圏面積カバー率（半径 800m）は、スーパーマーケットが 80.6％、コンビニエン

スストア徒歩圏（半径 300m※2）を加えた範囲では 87.8％、さらにドラッグストアの徒歩圏（半径

800m）を加えると 92.8％になります。 

・スーパーマーケットの徒歩圏人口カバー率は 83.0％、コンビニエンスストアを加えた徒歩圏人口

カバー率は 87.2％、さらにドラッグストアを加えた徒歩圏人口カバー率は 92.6％となっています。 

 

 

 

  

※1商業施設については町内に加えて他市町との境界から 1km圏内に立地している施設を対象とします。 

※2コンビニエンスストアの徒歩圏域は利用実態に合わせ、バス停からの徒歩圏域と同じ半径 300mとします。 

商業施設分布状況 

出典：全国スーパーマーケットマップ、全国ドラッグストア・調剤薬局マップ、NAVITIME（令和５年７月時点） 
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⑥行政サービス施設（町役場・出張所・警察機関・消防署） 

・長泉町役場は下土狩駅と長泉なめり駅の

概ね中間地点に立地しています。 

・そのほか、町役場の窓口機能が設けられ

ている施設として、コミュニティながい

ずみや南部地区センターがそれぞれ立地

しています。 

・警察は、町内全域が裾野警察署の管轄で

あり、町内には裾野警察署長泉町交番、裾

野警察署下長窪交番が立地しています。

また、消防署は中土狩に長泉消防署があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦金融機関 

・町内には銀行５店舗、信用金庫５店舗、郵

便局３店舗、JAの支店（金融機関として

の機能を持つ店舗）４店舗が立地してお

り、これらの多くは鉄道駅の周辺にまと

まっています。 

・市街化区域内の町内及び町境から１km圏

内に位置する金融機関の徒歩圏（半径

800m）面積カバー率は 85.9％、徒歩圏人

口カバー率は 87.7％となっています。 

 

 

 

  

行政サービス施設分布状況 

出典：各機関資料（令和５年７月時点） 

 

金融機関分布状況 

出典：日本全国銀行・ATM マップ（令和５年７月時点） 



 

41 

２ 

章 

現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

⑧生活サービス施設の徒歩圏域 

医療・福祉・商業施設の徒歩圏域 

・市街化区域内における医療施設、高齢者福祉施設、商業施設（スーパーのみ）の全ての徒歩圏内に

含まれるエリア（以下、生活サービス施設徒歩圏）の面積カバー率は 80.6％です。 

・市街化区域の多くが生活サービス施設の徒歩圏域に入っているものの、健康公園西側や三島駅北

口直近の地域など、一部圏域外となる箇所がみられます。 

・令和２年の生活サービス施設徒歩圏の人口カバー率は 83.0％、徒歩圏カバー人口は 35,978人とな

っています。 

 

 

  

生活サービス施設徒歩圏 

市街化区域内でも生活サービス
施設徒歩圏外となる地域 
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医療・福祉・商業施設 ＋ 基幹的公共交通の徒歩圏域 

・医療施設、高齢者福祉施設、商業施設（スーパーのみ）（以下、生活サービス施設徒歩圏域）かつ

基幹的公共交通の徒歩圏域に入るエリアの市街化区域内の面積カバー率は 56.1％となっています。 

・市街化区域の多くが生活サービス施設徒歩圏＋基幹的公共交通の徒歩圏域に入っているものの、

健康公園西側や三島駅北口直近の地域、市街化区域東側の池田柊線周辺地域、市街化区域南側の

竹原グラウンド周辺地域など、一部圏域外となる箇所がみられます。 

・生活サービス施設徒歩圏域及び基幹的公共交通の徒歩圏域の人口カバー率は 52.3％、カバー人口

は 22,662人となっています。 

 

 

  生活サービス施設徒歩圏域＋基幹的公共交通の徒歩圏域 

市街化区域内でも 
生活サービス施設徒歩圏域外かつ 
基幹的公共交通の徒歩圏域外 
となる地域 
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（５）都市基盤の整備状況 

①都市公園※1 

・都市公園は 57箇所あり、その多くは市街化区域内に位置しています。下土狩駅西側に位置する鮎

壺公園は、「鮎壺の滝」を有する富士山を望む景勝地となっており、令和６年度中の整備が予定さ

れています。 

・市街化区域内における都市公園の徒歩圏（半径 250m※2）面積カバー率は、59.6％です。 

・都市公園の徒歩圏人口カバー率は 71.0％で、徒歩圏カバー人口は 30,767人となっています。 

 

 

  

※1 都市公園とは、都市公園法に基づき、地方公共団体または国が設置する公園・緑地とその公園施設のこと。 

「都市計画公園」と自治体が定める都市公園条例で管理している「その他の都市公園」を含む。 

※2 「都市公園法運用指針」に基づき、都市公園の徒歩圏は「街区公園における誘致距離標準（参考）」である半径 250m を採用。 

 

鮎壺公園・鮎壺の滝緑地 
（A=1.7ha）が整備中 

出典：長泉町緑の基本計画（令和２年３月） 

 

都市公園位置図 
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②都市計画道路 

・都市計画道路は、16路線（29,150m）が計画決定されており、高田上土狩線、沼津三島線などが未

整備となっています。 

・令和５年３月末時点で、９路線の整備が完了しており、町全体では 81％（距離ベース）が改良済

みまたは概成済みとなっています。 

 

【都市計画道路（黄色は未整備区間及び暫定整備区間を含む路線）】 

対象 
番号 

名称 
対象 
番号 

名称 

1 1・2・2 第二東名自動車道 9 3・4・13 下土狩文教線 
2 1・4・1 東駿河湾環状線 10 3・3・22 片浜池田線 

3 3・2・1 中央幹線 11 3・5・71 小山三軒家線 

4 3・2・2 池田柊線 12 3・4・68 三島駅北口線 
5 3・4・3 高田上土狩線 13 3・5・47 中土狩竹原線 

6 3・3・5 沼津南一色線 14 3・1・55 東駿河湾環状線（連絡路） 
7 3・4・8 納米里本田町線 15 3・4・66 新駅西口線 
8 3・3・10 沼津三島線 16 8・7・4 桜堤遊歩道 

 

 

  

出典：建設計画課資料（令和５年３月時点） 

都市計画道路の整備状況 
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（６）地価の推移 

・地価動向は、都市の暮らしやすさや魅力度を表す指標の一つとなります。 

・平成 15年から令和６年までの本町を含む周辺 2市 2町（長泉町、沼津市、三島市、清水町）及び静

岡県全体での地価公示平均値の推移をみると、平成 19 年ごろまでは全ての市町で下落しています。 

・平成 19年以降は沼津市を除く全ての市町で下落が緩やかとなっていますが、本町においては、平成

19年以降地価が上昇しており、令和６年の地価公示は平成 15年とほぼ同じ水準となっています。 

 

 

 

・令和６年における住宅地の前年度との地価変動率は+1.0％で静岡県内の市町で最も高い値となって

おり、さらに宅地平均価格も 123,300円/㎡で静岡県内の市町で最も高い値となっています。 

・特に三島駅に近い地点で地価が上昇していることから、三島駅から新幹線を利用して東京方面へ通

勤しやすいこと、また、都市計画道路池田柊線の開通などにより利便性が向上していることが地価上

昇の要因として考えられます。 
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長泉町 沼津市 三島市 清水町 静岡県

令和６年 静岡県内の市町別平均価格 
（上位 5 位（住宅地）） 

令和６年 静岡県内の市町別対前年変動率 
（上位 5 位（住宅地）） 

出典：地価公示結果（市区町村別用途別平均価格（全用途）） 

 

 

 

順位 市町名 平均変動率  順位 市町名 平均価格(円/㎡) 

1 長泉町 +1.0% (+0.9%)  1 長泉町 123,300 (122,000) 

2 湖西市 +1.0% (+0.2%)  2 静岡市 114,600 (113,700) 

3 熱海市 +0.6% (+0.4%)  3 清水町 111,300 (111,000) 

4 浜松市 +0.3% (+0.0%)  4 三島市 98,700 (98,600) 

5 磐田市 +0.2% (▲0.3%)  5 沼津市 83,900 (84,500) 

※( )内は前年の変動率  ※( )内は前年の平均価格 

 出典：令和６年地価公示結果 

 

 



 

46 

２ 

章 

現状把握、人口動向分析及び課題の抽出 

長泉町立地適正化計画 

 

（７）歳入・歳出の推移 

・令和４年度の町の財政状況は非常に良好で、財政力指数※は 1.18と静岡県内で最も高い水準ですが、

平成 28年度と令和４年度の町の歳入状況（一般会計）を見ると、町税は 1.9億円減少しており、歳

入に占める町税の割合は 6.9％減少しています。 

 

 

  

 ※ 財政力指数：基準となる収入額を支出額で割り返した数値の過去 3 年間の平均値。財政力指数が高いほど自主財源の割合が高
く、財政力が強いことを表す。 

出典：企画財政課資料（令和５年 11 月） 

  

自主財源

120.2億円
77.3%

依存財源

35.4億円
22.7%

町税

97.1億円
62.4%

分担金及び負担金

1.8億円
1.2%

使用料及び手数料

1.8億円
1.2%

財産収入

0.7億円
0.4%

繰入金

5.5億円
3.5%

繰越金

5.1億円
3.3%

諸収入・寄付金

8.3億円
5.3%

地方譲与税

1.1億円
0.7%

地方消費税交付金

7.8億円
5.0%

地方特例交付金

0.3億円
0.2%

国庫支出金

14.6億円
9.4%

県支出金

8.6億円
5.5%

町債

1.3億円
0.8%

その他

1.6億円
1.0%

歳入総額

156億円

義務的経費

49.1億円

34.5%

投資的経費

23億円

16.1%

一般行政経費

39.3億円

27.6%

その他経費

31.1億円

21.8%

人件費,

20.9億円

13.9%

扶助費,

26.4億円

17.6%

公債費,

4.5億円

3.0%

物件費

34億円

22.6%

維持補修費

2億円

1.3%

補助費等

12.7億円

8.4%

積立金

4.2億円

2.8%

投資・出資・貸付金,

2.6億円

1.7%
繰出金

14.6億円

9.7%

歳出総額
150億円

民生費

49.4億円
32.9%

土木費

19.4億円
12.9%

公債費

4.5億円
3.0%

教育費

21.6億円
14.4%

総務費

19.0億円
12.6%

衛生費

20.4億円
13.6%

消防費

9.8億円
6.5%

その他

12.0億円
8.5%

歳出総額

150億円

 
■歳入状況 
平成 28 年度                         令和４年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■歳出状況 
 （目的別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■歳出状況 
 （性質別） 

町税の推移 

62.4％（97.1億円） 

↓ 

55.5％（95.2億円） 

6.9％減（1.9億円減） 

民生費の推移 

32.9％（49.4億円） 

↓ 

39.0％（64.6億円） 

6.1％増（15.2 億円増） 

扶助費の推移 

17.6％（26.4億円） 

↓ 

22.1％（36.5億円） 

4.5％増（10.1 億円増） 

2,025 2,247 2,699 2,817 2,809 2,614 2,596 2,753 2,900 2,862 
786 723 

1,512 1,137 964 918 1,066 1,015 1,284 1,862 
3,957 3,945 

4,074 4,187 4,331 4,382 4,334 4,239 
4,342 

4,400 426 417 

437 449 449 457 464 465 
476 

490 

293 282 

300 304 298 359 359 355 
388 

377 
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12,000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

町税収入額と税目別収入額の推移

個人町民税 法人町民税 固定資産税 都市計画税 その他

[百万円]

平成17年

74.9億円

平成26年

99.9億円

2,025 2,247 2,699 2,817 2,809 2,614 2,596 2,753 2,900 2,862 
786 723 

1,512 1,137 964 918 1,066 1,015 1,284 1,862 
3,957 3,945 

4,074 4,187 4,331 4,382 4,334 4,239 
4,342 

4,400 426 417 

437 449 449 457 464 465 
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293 282 

300 304 298 359 359 355 
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377 
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10,000

12,000

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年

町税収入額と税目別収入額の推移

個人町民税 法人町民税 固定資産税 都市計画税 その他

[百万円]

平成17年

74.9億円

平成26年

99.9億円

出典：企画財政課資料（令和 5 年 11 月） 
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（８）産業の状況 

・町内に数多く立地している企業や工場について、将来の人口動向の変化率によって起こりうる課題

点を整理するため、事業所数及び従業員数、出荷額の推移を把握します。 

・平成 23 年から令和２年の 10 年間の従業員数は増加傾向にあり、製造品出荷額等も増加傾向にあり

ます。 

 

  

出典：～H26 工業統計調査（各年 12 月 31 日時点） 

H27 平成 28 年経済センサス活動調査（調査日 H28 年６月１日） 

H28～R1 工業統計調査（各年６月１日時点） 

R2 令和 3 年経済センサス活動調査（調査日 R３年６月１日） 
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（９）持ち家率の状況 

・持ち家率は、町に定住している人の割合を表すとともに、町の住みやすさを示す指標の一つとなりま

す。 

・静岡県全体での持ち家率は平成 17 年では 64.4％でしたが、令和２年には 66.2％と 15 年間に 1.8％

増加しています。 

・本町における持ち家率の状況は、静岡県全体と比較して低いものの、平成 17年から令和２年の 15年

間に４％増加しており、静岡県全体と比較して増加の傾向が高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）町民の平均歩数状況 

・歩いて楽しいまちづくりを推進していくためには、現状での町民の一日あたり平均歩数を把握し、今

後の目標を設定する必要があることから、町民の一日あたり平均歩数を整理します。 

・本町における 20 歳以上の町民一日あたりの平均歩数は減少傾向にあり、平成 17 年では 8,115 歩で

あったのに対し、令和２年では 5,744歩まで減少しています。 

 

 

  

出典：ながいずみ健康づくりプラン（平成 18 年） 

（平成 18 年は 16 歳～69 歳の平均歩数を使用） 

ながいずみ健康プラン後期計画（平成 21 年、平成 26 年） 

第４次長泉町健康増進計画（令和２年） 
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（11）全国他市町村との比較 

・町内の生活利便性や健康･福祉での利便性について、全国の自治体と比較することにより、本町の強

みとなる部分や弱みとなる部分を把握します。 

・本町の状況を全国他市町村と比較すると、生活利便性に関する多くの値が全国平均値を上回ってお

り、本町の利便性や都市構造は全国的にも優れていることがわかります。 

・特に、財政力指数や町民一人当たり税収額といった財政の状況は非常に良好で、質の高い町民サービ

スを提供するためには今後もこの状況を維持することが望まれます。 

・その一方で、バス分担率や市民一人当たりの自動車 CO2 排出量、持ち家率等は全国平均値を下回っ

ています。 

 

 

 

 

 

  

偏差値レーダーチャートによる全国との比較 

出典：国土交通省都市モニタリングシート 
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・これまで整理した各指標について将来的に起こりうる課題点を整理し、立地適正化計画におけるタ

ーゲットとなる要素を抽出します。 
 

■人口動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●下土狩駅周辺などでは高齢化率の上昇が見込まれるため、高齢化の進行するエリアへの

若い世代の戦略的な誘導が必要。 

●人口バランスの維持を図るため、子育て世代をはじめ、誰もが暮らしやすいワンランク

上のまちを作ることが必要。 

●老年人口（65歳以上の人口）は増加する見込みであるため、高齢者の急増を見据えた

集約すべき施設の立地誘導、アクセス性向上の検討が必要。 

 

■若者世代の定住化促進による人口バランスの維持 

３ 課題の整理 
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■都市機能の利便性・持続可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土地利用 

 

 

 

 

 
 

■防災上の安全面 

 

 

 

 

 
  

●住宅地と工場・企業用地双方の住み分けを明確に行い、工場等の良好な操業環境の維持

と道路･公園の整備による質の高い住環境を図ることが必要。 

●生活利便性の高いエリアにおいては、防災上の対策を講じることにより、安全な居住環

境を整備することが必要。 

 

 

■鉄道駅周辺への都市機能誘導による求心性向上 

 

■都市基盤整備による魅力ある住環境の創出 

●人が多く集まる鉄道駅周辺に都市機能施設が少ないため、高次な都市機能を戦略的に誘

導することによって地区の求心力を高めることが必要。 
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■公共交通の利便性・持続可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■財政の健全性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●町民や企業等からの税収による質の高い住民サービスの提供を持続的なものとしてい

くため、工場や企業の定着を促進することが必要。 

●公共交通を利用する人の割合が低いため、増加が見込まれる高齢者の生活の足としてバ

ス路線の維持や自家用車に頼らない交通手段へのシフトが必要。 

 

■自家用車から公共交通や徒歩・自転車へのシフト 

 

■企業や工場等の定着による職住近接の実現 


